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の制度改革にも波及し、日本の介護保険制度（2000 年 4 月から施行）や韓国の老人長期療





15 年、韓国は 7 年が経過した現在、両国の介護保険制度は量的に大きく拡大している。例
えば、介護保険認定者は日本では 2001 年の 2,884,063 人から 2015 年の 6,122,122 人へ、韓
国では 2009 年の 286,907 人から 2014 年の 424,572 人に大幅に増加した（厚生労働省 2000
～2015、国民健康保険公団 2009-2014）。また、介護保険事業所の数も日本は 2000 年の 70,474








































































































 第 3 章では、これらの点を踏まえて、介護保険事業所の運営責任者を対象に、市場化に
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よる影響の意識についてインタビュー調査を通して明らかにした。その結果、福祉の市場
化の判断基準である 5 つの指標については、両国の共通点として、制度施行により家族の
介護負担が減少している点は肯定的な変化として認められた。その反面、制度施行後の経
営困難、非営利施設の柔軟性の減少、選択権の実質的不担保、所得階層別・地域別の不公
平、人材不足等は否定的な変化として認められた。また、日本に固有の課題として、①保
健・医療・福祉を統合する地域包括システムの必要性、②介護予防の拡大の必要性、③ケ
アマネジャーの質の標準化の必要性が挙げられる。韓国に固有の課題として、①ケアマネ
ジャーの設置による適切な支援の必要性、②サービスの質を向上させる競争にする必要性
等が挙げられた。 
第 4 章では、インタビュー調査で明らかになった両国の現状について、両国の介護保険
機関の運営責任者を対象に、市場化に対する意識に関する自記式質問紙調査を行い、比較
検討した。その結果、両国における共通点は少なく、共通点よりは両国における介護保険
事業所の運営者の市場化に対する意識が異なることが明らかになった。さらに、サービス
形態別（施設/在宅）・運営形態別（非営利/営利）にみる市場化の意識に関して日韓比較検
討を行った。その結果、サービス形態別には、両国における共通点として、応答性と選択
性で高く評価された点を挙げることができる。日本では、在宅で応答性と選択性が高く回
答されており、その一方、韓国では、多くの質問項目において有意に高く回答されており、
その中でも在宅のみで応答性、選択性、公平性、サービスの質が高く意識されていること
が判明した。また、運営形態別には、両国における共通点は確認できず、各国における異
なる傾向が明らかになった。 
こうした差異は、制度の差異に加えて社会・文化的要素の差異を反映している可能性が
想定できる。そのため、調査結果の分析においてはそれらの点を踏まえ総合的に考察する
必要があり、両国における高齢者福祉分野の有識者へのインタビュー調査を補足的に行っ
た。補足調査の結果、社会・文化・経済的な差異、制度施行期間の差異が、両国の回答結
果に大きな影響を与えたとの意見が得られた。 
 
5. 結論及び考察 
本論文では、準市場として導入された日韓両国の介護保険制度を体系的に比較検討する
ため、5 つの指標を用いて検証を行ってきた。5つの指標に関する結論は以下の通りである。
1）効率性は、提供者側の立場からは、予算運用の自由さが制度施行前より確保されていた。
ただし、本研究で行った調査では、営利・在宅の事業所の方が経営困難を訴える意見が多
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かった。そのため、提供者側にとっては効率的な制度であるとは言いがたい。2）応答性は、
非営利・施設において柔軟性が低いことが問題として指摘できる。3）選択性については、
介護保険制度施行後、介護保険事業所の増加やサービス量の増加により選択肢が増えたの
は事実であるが、自ら選択ができない高齢者に対しても選択権が担保されたとは言えない。
また、利用者において広い選択肢が担保されたとは言いにくいことが明らかになった。4）
公平性については、提供者側の意識の検証の結果、いくつかの問題点が指摘された（対象
者の範囲の問題、所得階層別の不公平等）。従って、介護保険制度が公平性の担保された
制度であるとは断言できない。5）サービスの質は、インタビュー調査と自記式質問紙調査
の結果を踏まえると、日本の場合は、サービスの質が向上したと考えられる。しかし、韓
国の場合、4章の結果と 5章の結果が相反する傾向が確認できたため、サービスの質が向上
したとは断言できない。 
介護保険制度に準市場を導入したことにより両国において最優先課題であったインフラ
の構築は、多数の機関が参入することにより達成された。しかしながら、本論文の調査の
結果、準市場が導入されることにより多様な問題が生起していることも明らかになった。
福祉の市場化が進展する場合であっても、民間が供給するサービスへの規制強化や内容改
善等によって、効率性、応答性、選択性、公平性、サービスの質が担保される制度として
位置づけられるように、制度のさらなる改善が必要であると考えられる。 
 
6. 本研究の限界及び課題 
本論文は、先行研究では議論されていない介護保険事業所の視点に立った市場化に対す
る意識を検討することができたことに意義があるが、利用者、保険者、政府機関への調査
を通じて、市場化の影響を総合的に検討する必要がある。また、調査対象機関が大都市に
限定されているため、地方との格差を考慮に入れるべきであろう。 
対象者の特性と指標間及び機関の特性と指標間等の相関関係を明らかにすることは今後
の課題である。今後、さらに方法論を精緻化し具体的、体系的な分析が求められる。 
 
